
①上位の政策名 政策目標 ６ 科学技術と社会の新しい関係の構築

②施策名 施策目標 ６－２ 地域における科学技術の振興

③主管課 （主管課） 科学技術・学術政策局 基盤政策課地域科学技術振興室 （室長：真先 正人）
及び関係課 （関係課） 研究振興室 研究環境・産業連携課 （課長：佐野 太）

（課長名）

④基本目標 達成度合い又は
及び達成目標 進捗状況

基本目標６－２ （基準年度：１３年度 達成年度：１８年度） 概ね順調に進捗
ア＝ 地域の研究開発に関する資源やポテンシャルの活用や地域の産学官連
想定した以上に達 携を促進するための環境整備を行うことにより、当該地域における革新
成 技術・新産業の創出を通じた我が国経済の活性化ひいては我が国の科学
イ＝ 技術の高度化・多様化を図る。
想定どおり達成
ウ＝ 【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
一定の成果が上が ア＝知的クラスター、産学官連携の拠点となるエリアの育成や、地域科
っているが、一部 学技術の振興に資する産学官共同研究参加企業数、我が国の科学技
については想定ど 術の高度化・多様化に資する共同研究開発数等や革新技術・新産業
おり達成できなか の創出に資する特許出願数等の増加率の多くが想定した以上に順調
った に進捗している。
エ＝ イ＝知的クラスター、産学官連携の拠点となるエリアの育成や、地域科
想定どおりには達 学技術の振興に資する産学官共同研究参加企業数、我が国の科学技
成できなかった 術の高度化・多様化に資する共同研究開発数等や革新技術・新産業

の創出に資する特許出願数等の増加率の多くが概ね順調に推移して
ア＝ いる。
想定した以上に順 ウ＝知的クラスター、産学官連携の拠点となるエリアの育成や、地域科
調に進捗 学技術の振興に資する産学官共同研究参加企業数、我が国科学技術
イ＝ の高度化・多様化に資する共同研究開発数等や革新技術・新産業の
概ね順調に進捗 創出に資する特許出願数等の増加率の進捗の多くにやや遅れが見ら
ウ＝ れる。
進捗にやや遅れが エ＝知的クラスター、産学官連携の拠点となるエリアの育成や、地域科
見られる 学技術の振興に資する産学官共同研究参加企業数、我が国科学技術
エ＝ の高度化・多様化に資する共同研究開発数等や革新技術・新産業の
想定したどおりに 創出に資する特許出願数等の増加率の多くが想定したとおりには進
は進捗していない 捗していない。

達成目標６－２－１（基準年度：１３年度 達成年度：１８年度） 想定した以上に順調
平成１８年度までに 知的クラスターを１０拠点程度育成することで に進捗、 、

国際競争力のある地域イノベーション・システムの構築を図る。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
ア＝知的クラスター創成事業実施拠点数を１８拠点程度まで増加し、そ

の中で、技術的評価、地域の取り組み・主体性、事業推進体制、論
文発表数等が優れた知的クラスターが１０拠点以上育成されてい
る。

イ＝知的クラスター創成事業実施拠点数を１８拠点程度まで増加し、そ
の中で、技術的評価、地域の取り組み・主体性、事業推進体制、論
文発表数等が優れた知的クラスターが１０拠点程度育成されてい
る。

ウ＝知的クラスター創成事業実施拠点数は１８拠点程度まで増加し、そ
の中で、技術的評価、地域の取り組み・主体性、事業推進体制、論
文発表数等が優れた知的クラスターが半数以下育成されている。

エ＝知的クラスター創成事業実施拠点数が１８拠点程度まで増加し、そ
の中で、技術的評価、地域の取り組み・主体性、事業推進体制、論
文発表数等に課題が残る知的クラスターが大多数である。

達成目標６－２－２（基準年度：１３年度 達成年度：１８年度） 想定した以上に順調
平成１８年度までに、産学官連携の拠点となるエリアを各都道府県に に進捗

１～２ヶ所程度育成することで、新産業の創出、地域産業の育成等を図
る。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
ア＝都市エリア産学官連携促進事業実施地域のうち、目標達成度、事業

成果、事業計画、地域の取り組み、論文発表数等が優れたエリアが
半数以上、育成されている。

イ＝都市エリア産学官連携促進事業実施地域のうち、目標達成度、事業
成果、事業計画、地域の取り組み、論文発表数等が優れたエリアが
半数程度、育成されている。

ウ＝都市エリア産学官連携促進事業実施地域のうち、目標達成度、事業
成果、事業計画、地域の取り組み、論文発表数等に課題がある地域
の方が半数以上、存在している。

エ＝都市エリア産学官連携促進事業実施地域のうち、目標達成度、事業



成果、事業計画、地域の取り組み、論文発表数等に課題がある地域
の方が大多数、存在している。

達成目標６－２－３（基準年度：１３年度 達成年度：１８年度） 想定した以上に達成
平成１８年度までに、各事業を通じた大学等の産学官連携による研究

開発を３割程度増加させる。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
ア＝研究開発の増加率が３割以上の場合
イ＝研究開発の増加率が２割以上３割未満の場合
ウ＝研究開発の増加率が１割以上２割未満の場合
エ＝研究開発の増加率が１割未満の場合

達成目標６－２－４（基準年度：１３年度 達成年度：１８年度） 想定した以上に達成
平成１８年度までに、地域施策を通じた大学等の特許権の出願件数２

０００件、事業化（商品化（試作品含む 、起業等）件数２００件を達）
成する。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
ア＝特許出願件数が２０００件以上、事業化数が２００件以上の場合
イ＝特許出願件数が１６００件以上２０００件未満、事業化数が１６０

件以上２００件未満の場合
ウ＝特許出願件数が１０００件以上１６００件未満、事業化数が１００

件以上１６０件未満の場合
エ＝特許出願件数が１０００件未満、事業化数が１００件未満の場合

達成目標６－２－５（基準年度：１３年度 達成年度：１８年度） 想定どおり達成
知的クラスター創成事業の実施地域で産業クラスターとの合同成果発

表会等を毎年開催するほか、関係府省との連携プロジェクトを実施する
ことで、人材育成、基礎研究から実用化、普及までの一貫した政府一体
の取組を実現する。具体的には、知的クラスター創成事業と都市エリア
産学官連携促進事業による成果が他事業に採択された数３００件を達成
する。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
ア＝成果が他事業に採択された数が、３００件以上の場合
イ＝成果が他事業に採択された数が、２４０件以上３００未満の場合
ウ＝成果が他事業に採択された数が、１８０件以上２４０未満の場合
エ＝成果が他事業に採択された数が、１８０件未満の場合

達成目標６－２－６（基準年度：１３年度 達成年度：１８年度） 想定した以上に順調
平成１８年度までに、知的クラスター創成事業や都市エリア産学官連 に進捗

携促進事業における参加企業を増加させることで、当該地域における産
学官連携による革新技術・新産業の創出を加速させる。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
ア＝事業実施地域数の増加率以上に参加企業数が増加している場合
イ＝事業実施地域数の増加率程度に参加企業数が増加している場合
ウ＝事業実施地域数の増加率程度には参加企業数は増加していないが、

企業数は増加している場合
エ＝事業実施地域数の増加率に対して、参加企業数がほぼ増加していな

い、ないし減少している場合
（※平成 年度から平成 年度にかけての知的クラスター創成事業及14 17

1.6び都市エリア産学官連携促進事業の実施地域数（合計）の増加率は
倍であり、それに比して参加企業数の増加率は 倍である ）2.3 。

達成目標６－２－７（基準年度：１３年度 達成年度：１８年度） 想定どおり達成
平成１８年度までに、すべての都道府県、政令指定都市が独自の科学

技術政策大綱や方針の策定をするように促すことで、地方公共団体によ
る、より自主的、主体的な科学技術活動の展開を実現する。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
ア＝都道府県、政令指定都市における科学技術大綱等の策定割合が１０

０％の場合
イ＝都道府県、政令指定都市における科学技術大綱等の策定割合が８０

％～９９％の場合
ウ＝都道府県、政令指定都市における科学技術大綱等の策定割合が５０

％～７９％の場合
エ＝都道府県、政令指定都市における科学技術大綱等の策定割合が４９

％以下の場合

⑤ 各達成目標の 達成目標６－２－１
現 達成度合い又 【平成 ７年度の達成度合い】1
状 は進捗状況 平成１４年度から開始した知的クラスター創成事業は、平成１６年度に平成１４年度開始１
の （達成年度が ２拠点に対して、平成１７年度に平成１５年度開始３拠点に対して中間評価を行い、一部の地
分 到来した達成 域において、技術的評価、地域の取り組み・主体性、事業推進体制等に課題が残ったものの、

、 。析 目標について 多くの地域では順調にクラスター形成が進んでおり 想定した以上に順調に進捗してきている
と は総括） （平成 年度及び平成 年度に行った中間評価においては、各地域の取組について専門家が16 17



今 の４段階で評価をしているが、半数以上の地域について、おおむね （優れている）以SABC A
後 上の評価がなされているところ ）。
の
課 達成目標６－２－２
題 【平成 ７年度の達成度合い】1

平成１４年度から開始した都市エリア産学官連携促進事業は、平成１７年度において実施地
域を２８拠点から３１拠点へと拡大するなか、平成１４度開始地域１９拠点に対する事後評価
を行い、一部の地域において、目標達成度、事業成果、事業計画、地域の取り組み等に課題が
残ったものの、多くの地域では産学官連携による新事業、新企業、新商品等の成果が着実にあ
がっており、想定した以上に順調に進捗してきている （平成 年度に行った事後評価におい。 17
ては、各地域の取組について専門家が の４段階で評価をしているが、半数以上の地域SABC
について、おおむね （優れている）以上の評価がなされているところ ）A 。

達成目標６－２－３
【平成 ７年度の達成度合い】1

平成１７年度産学官共同研究数について、知的クラスター創成事業及び都市エリア産学官連
2.2携促進事業開始以前の、平成１３年度と比較して、平成１７年度の産学官共同研究数は約

、 。倍と増加しており 大学等の産学官連携による共同研究開発は想定した以上に達成できている

達成目標６－２－４
【平成 ７年度の達成度合い】1

平成１４年度に開始した知的クラスター創成事業及び都市エリア産学官連携事業によって生
じた特許出願件数の累計は平成１７年度には１９２４件となり、想定以上に達成できている。
事業化件数の累計については、４６７件と想定した以上に達成できている。

達成目標６－２－５
【平成 ７年度の達成度合い】1

平成１４年度開始の知的クラスター創成事業及び都市エリア産学官連携事業で他事業に採択
された件数の累計は平成１７年度には２３５件となり、想定通りに達成できている。

達成目標６－２－６
【平成 ７年度の達成度合い】1

平成１４年度における共同研究参加企業数に比べて、４年目である平成１７年度での参加企
業数は約２．３倍と事業実施地域数の増加率（１．６）以上に増加しており、想定した以上に
順調に進捗している。

達成目標６－２－７
【平成 ７年度の達成度合い】1

平成１５年度に全都道府県が策定したことに加え、多くの政令指定都市も着々と科学技術政
、 、策大綱や方針を策定し始め ４年目である平成１７年度の策定割合は約９０％と増加しており

想定どおり達成できている。

施策目標（基 【平成 年度の達成度合い】17
本目標）の達 上記にあげた各目標の達成度に加え、地域における地方自治体、民間団体、大学等による独
成度合い又は 自の取り組みが展開されつつあり、知的クラスター創成事業、都市エリア産学官連携促進事業
進捗状況 等の地域事業により、基本目標の達成に向け、概ね順調に推移してきていると言える。

今後の課題 １．地域科学技術施策推進委員会（科学技術・学術政策局長の私的諮問機関、座長：末松安晴
（達成目標等 国立情報学研究所 顧問）において、平成１６年９月、国の地域科学技術施策の現状を整理
の追加・修正 した上で、課題や施策の当面のあり方について報告書をとりまとめた（地域科学技術振興施
及びその理由 策の新たな展開に向けて（中間報告 。））
を含む） ○課題

①人材の育成・確保
②コーディネート活動の支援
③関係府省の連携
④地域科学技術施策の戦略的な推進

○平成１８年度に取り組むべき施策
①地域の科学技術人材の育成・確保
②ＪＳＴによる地域の産学官連携活動の支援
③関係府省との連携強化
④知的クラスター創成事業における中間評価の反映（計画の見直し及び資金の傾斜配分）
⑤都市エリア産学官連携促進事業における終了評価の実施と競争的な事業の継続

２．同委員会において、平成１７年４月、第３期科学技術基本計画中の地域における国の科学
技術振興のあり方について検討し、報告書をとりまとめた （今後の地域科学技術振興につ。
いて～地域イノベーション・システムの構築と豊かで活力ある地域づくり～）
○今後取り組むべき課題

①地域クラスター育成のため、関係府省及び地方公共団体の各種政策・施策の協調・連携
②人材育成、基礎研究から実用化、普及までの一貫した政府一体の取組
③大学の「知」の活用のための各種施策の実施による大学の地域連携活動の支援
④公設試の改革など地方公共団体の体制改革の促進
⑤若手人材の育成・確保、コーディネーターの組織や地域を越えた連携・活動のためのネ

ットワーク形成活動の支援
⑥産学官連携人材の育成・確保、理解増進活動を通じた住民との対話
⑦地域－地域間の戦略的な国際協力の推進
⑧地域の歴史、伝統文化等を背景とした、研究開発成果の創出、活用、起業家の活動等を

可能とする「科学技術文化」の地域社会への浸透



３．平成１８年３月に閣議決定された第３期科学技術基本計画において 「科学の発展と絶え、
ざるイノベーションの創出」ということで 「地域イノベーション・システムの構築と活力あ、
る地域づくり」について提示がなされている。

○今後取り組むべき課題
（１）地域クラスターの育成

①地域の戦略的なイニシアティブや関係機関の連携の下で長期的な取組の推進
②国は、クラスター形成の進捗状況に応じ、各地域の国際優位性を評価し、世界レベル

のクラスターとして発展可能な地域に重点的な支援を行うとともに、小規模でも地域
の特色を活かした強みを持つクラスターを各地に育成

（２）地域における科学技術施策の円滑な展開
①地方公共団体の積極的役割及び府省連携の強化
②コーディネーター機能の強化のための支援
③インターンシップなど地域の大学と地域産業との連携による人材育成の促進
④地域における国の公的研究機関による地域産業のニーズへの対応
⑤地方公共団体の公設試験研究機関による、特色や強みを活かした業務への選択と集中

評価 結 果の １．上記「今後の課題１ 」を踏まえ、平成１７年度に実施した知的クラスター創成事業の平．
年度以降 成１５年度開始３地域の中間評価結果を受け、計画の見直し及び資金の傾斜配分や、産業18

の政策への反 クラスター計画との連携プロジェクト、地域における科学技術・産学官連携人材の育成を
映方針 実施しており、平成１８年度以降も引き続き推進する。

２．上記「今後の課題１ 」を踏まえ、平成１８年度も、都市エリア産学官連携促進事業（一．
般型）の実施地域として、５地域を新規に採択し事業を実施する。また、平成１７年度以
前に事業終了した都市エリア産学官連携促進事業（一般型又は連携基盤整備型）のうち、
特に優れた成果をあげ、かつ、今後の発展が見込まれる４地域において、これまでの成果
を活かした産学官連携活動として都市エリア産学官連携促進事業（発展型）を展開。

３．上記「今後の課題２ 、３ 」を踏まえ、平成１８年度以降では、第３期科学技術基本計画． ．
に則り、以下のことを行うために必要な施策を講じていく。

①関係府省の連携強化
②世界レベルのクラスターとして発展可能な地域の重点的支援
③地域の特色を活かした強みを持つクラスターの育成
④大学の役割の強化
⑤地域の研究開発資源の活用と充実
⑥コーディネーター機能の強化
⑦地域の科学技術人材の養成・確保
⑧地域間の戦略的な国際活動の推進

⑥指標 指標名 １３ １４ １５ １６ １７

知的クラスター創成事業実施拠点数 １２ １５ １８ １８
（達成目標６－２－１関係）

都市エリア産学官連携促進事業実施拠点数
（達成目標６－２－２関係） １９ ２８ ３７ ３１

(速報値)産学官共同研究実施件数※１
5,264 6,767 8,023 9,378 11,363（達成目標６－２－３関係）

特許出願数※２
（達成目標６－２－４関係） １２６ ４０２ ６９５ ７０１

事業化数※２
（達成目標６－２－４関係） ２８ ８１ １３８ ２２０

成果が他事業に採択された数※２
（達成目標６－２－５関係） １５ ２７ ８２ １１１

知的クラスター創成事業と都市エリア産学官連携
促進事業における参加企業数 ３８６ ４３３ ７４１ ８９７
（達成目標６－２－６関係）

都道府県、政令指定都市における科学技術大綱等
の策定数※３ ４６ ５０ ５３ ５５ ５５
（達成目標６－２－７関係）

⑦評価に用 ※１ 産学官共同研究数は、国立大学等と民間等との共同研究の実施件数
いたデー ※２ 知的クラスター創成事業と都市エリア産学官連携促進事業から生じたもののみを対象
タ・資料 ※３ 平成１８年６月現在の都道府県、政令指定都市の数は６２（１７年度末時点では、６１）
・外部評 また、１７年度、地域科学技術施策推進委員会（科学技術・学術政策局長の私的諮問機関、座長：
価等の状 末松安晴国立情報学研究所 顧問）において、知的クラスター創成事業の平成１５年度開始地域３地
況 域に関する中間評価、都市エリア産学官連携促進事業の平成１４年度開始１９地域に関する事後評価

を実施。

⑧主な政策 政策手段の名称 政策手段の概要 ７年度の実績1
手段 （上位達成目標 （得られた効果、効率性、有効性等）

（過去に新 [ 年度予算額]17



規・拡充事
業評価を実 知的クラスター 【達成年度到達事業】 ・事業化件数 ： ２５４件
施し、平成 創成事業 地方自治体の主体性を重視し、知 ・論文件数 ：１４２５件
１８年度に 的創造の拠点たる大学、公的研究機 ・受賞件数 ： １１０件（ ）達成目標６－２－１

達成年度が 関等を核とし、関連研究機関、研究（ ）達成目標６－２－３

到来する事 開発型企業等による国際的な競争力 【期間全体の総括】（ ）達成目標６－２－４

業について のある技術革新のための集積（知的 本事業は、平成１６年度に平成１４年度（ ）達成目標６－２－５

は総括） クラスター）の創成を目指す。 （１ 開始１２拠点に対して、平成１７年度に平（ ）達成目標６－２－６

（１００億円） 地域あたり年間約５億円×５年間） 成１５年度開始３拠点に対して、中間評価
を行った。また、平成１８年度に平成１６

平成１４年度開始１１拠点に対し、 年度開始３拠点に対して中間評価を、平成
終了評価を実施する。 １４年度開始１１拠点に対して終了評価を

行う予定である。一部の地域において、技
術的評価、地域の取り組み・主体性、事業
推進体制等に課題が残ったものの、多くの
地域は順調にクラスター形成に向けて事業
が進捗しておることから、概ね本事業の目
的は達成されるものと判断。

都市エリア産学 【達成年度到達事業】 ・事業化件数 ： １５２件
官連携促進事業 地域の個性発揮を重視して、大学等 ・論文件数 ： ４５８件

の「知恵」を活用し新技術シーズを ・受賞件数 ： ２０件（ ）達成目標６－２－２

生み出し、新規事業等の創出、研究（ ）達成目標６－２－３

開発型の地域産業の育成等を目指す 【期間全体の総括】（ ）達成目標６－２－４ 。
（一般型：１地域あたり年間約１億 本事業は、平成１７年度に平成１４度開（ ）達成目標６－２－５

円×３年間； 始地域１９拠点に対する事後評価を行い、（ ）達成目標６－２－６

（３６億円） 発展型：１地域あたり年間約１億円 平成１８年度に平成１５年度開始９拠点に
×３年間；） 対する事後評価を行う予定である。一部の

地域において、目標達成度、事業成果、事
平成１５年度開始９拠点に対し、事 業計画、地域の取り組み等に課題が残った
後評価を実施する。 ものの、多くのエリアにおいては、着実に

成果をあげ、産学官連携による新事業、新
企業、新商品等が出来始めるなど、着実に
育成されてきており、概ね順調に進捗して
きている。

⑨備考

⑩政策評価 ※地域における科学技術の質の向上の観点からの効果を把握するための指標を設定することを検討す
担当部局 べき。
の所見





施策目標 ６－２ （地域における科学技術の振興）
平成１７年度実績評価の結果の概要
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＜達成目標６－２－１＞
平成１８年度までに、知的クラスターを１０拠点程度育成する
ことで、国際競争力のある地域イノベーション・システムの
構築を図る。
→想定した以上に順調に進捗

産学官連携による研
究開発や合同成果発
表会等の取り組みに
よる、産学官連携活
動の体制整備

地域の新技術・新産
業の創出に向けた主
体的・積極的な取り組
みによる、地域におけ
る研究開発能力の向
上

＜達成目標６－２－２＞
平成１８年度までに、産学官連携の拠点となるエリアを各都
道府県に１～２ヶ所程度育成することで、新産業の創出、
地域産業の育成等を図る。
→想定した以上に順調に進捗

＜達成目標６－２－４＞
平成１８年度までに、地域施策を通じた大学等の特許権の
出願件数２０００件、事業化（商品化（試作品含む）、起業等）
件数２００件を達成する。
→想定した以上に達成

＜達成目標６－２－５＞
知的クラスター創成事業の実施地域で産業クラスターとの
合同成果発表会等を毎年開催するほか、関係府省との連携
プロジェクトを実施することで、人材育成、基礎研究から実用
化、普及までの一貫した政府一体の取組を実現する。具体的
には、知的クラスター創成事業と都市エリア産学官連携促進
事業による成果が他事業に採択された数３００件を達成する。
→想定どおり達成

知的クラスター創成事業
(平成１７年度予算額１００億円）

＜達成目標６－２－３＞
平成１８年度までに、各事業を通じた大学等の産学官連携
による研究開発を３割程度増加させる。
→想定した以上に達成

＜達成目標６－２－７＞
平成１８年度までに、すべての都道府県、政令指定都市が
独自の科学技術政策大綱や方針の策定をするように促す
ことで、地方公共団体による、より自主的、主体的な科学
技術活動の展開を実現する。
→想定どおり達成

＜達成目標６－２－６＞
平成１８年度までに、知的クラスター創成事業や都市エリア
産学官連携促進事業における参加企業を増加させることで、
当該地域における産学官連携による革新技術・新産業の
創出を加速させる。
→想定した以上に順調に進捗

都市エリア産学官連携
促進事業

(平成１７年度予算額３６億円）


